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今週のキーワード 

信用保証 

 全国の都道府県にある信用保証協会は、銀行や信用金庫などが行う融資に保証を付けて、倒産

などでは返済を肩代わりする。保証付き融資は「マル保融資」と呼ばれ、中小・零細企業が低金

利で長期の資金を調達する手段。昨年10月に責任共有制度に改めた。その融資保証が今年急減し

全国信用保証協会連合会の調査で、08年上半期の保証件数は前年同期比９％減の48万7253件。保

証金額も同10．7％減の約５兆7,320億円。地域別では東京や大阪など都市部の減少幅が大きい。

経 営 

原油・材料高で１年間無利子融資 
東京都北区が中小向けに優遇策 
 
 原油高や原材料費高騰の影響を受けて売上総

利益などが低下している中小企業（組合含む全

業種）向けに始まった、東京都の低融資制度が

来年３月 31 日まで延長されることになった。９

月 30 日で半年が経ち港区、千代田区など 23 区

の多くで実行されている。 

 その中でも北区は 10 月１日から「１年間無利

子」という特別の融資条件で経営支援に乗り出

した。北区は中小規模の製造業、卸売小売業、

建設業で産業構造の 40％を超しているため、12

月 26日までの申込受付で他区にはない１年間無

利子という優遇策に踏み切った。 

 融資制度の対象は直近３カ月または１年間の

売上原価が５％以上増加、粗利が５％以上減少

（対前年同期比）の企業で、売上減に関係なく

融資が受けられるのも特徴である。最初の１年

間は金利年 2.3％の全額を利子補給する。２年目

以降は2.1％分を補給し0.2％分が自己負担とな

る。信用保証料も全額を区が補助し、融資期間

は最長５年で限度額は 400 万円としている。 

 北区に限らず特別融資は景況感の悪化、年末

に向けての中小企業の資金需要に応えるものだ

が、信用保証協会の融資保証の急減も一因のよ

うである。昨年、信用保証制度の規定が従来の

協会による損失の全額負担から新たに金融機関

が２割負担という責任共有制度に変わった。こ

のため、金融機関による「貸し渋り」が始まっ

たとの声が次第に高まっている様子である。 

経団連、消費税率の引上げを提言 
遅くとも2011年度までに10％へ 
 

 日本経団連はこのほど、税・財政・社会保障制

度の一体改革に関わる中長期的な方向性を示し

た上で、当面３年の間に求められる改革について

の具体的な提言を行った。 

 そのなかで、消費税をわが国の最も基幹的な税

目として位置づけていくべきであるとして、2010

年度、遅くとも2011年度までに、社会保障費の財

源確保や財政再建に向けて、消費税率を５％引き

上げ10％とすることを求めた。 

 消費税率引上げは、中低所得者層の負担緩和に

向けた大幅な所得税減税と一体的に実施するこ

とで、景気刺激策や消費税率引上げによる負担の

緩和を図ることを提案した。 

 中低所得者層（おおむね年収500万円以下の世

帯）に対し、５年程度を期限として消費税率１％

相当程度の規模の大胆な定額減税（例えば、世帯

あたり10万円程度）を行う。その際、所得税から

控除しきれない税額については、個人住民税から

控除できるようにする。 

 消費税率10％は、疲弊した地方の財源確保と活

性化に資するよう、国７％、地方３％の配分とす

る。消費税率の引上げに際しては、基礎的な食料

品等は極力品目を限定して軽減税率（現行の税率

５％を維持）の適用を検討する。生活必需品にお

ける負担増大の回避という観点からは、例えば、

一定の所得階層ごとに消費税負担相当額を所得

税から税額控除する制度（カナダの連邦消費税税

額控除制度等）なども検討に値するとしている。

税務会計


